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労働法・労働組合を学ぶ教育実践の提起
──大学生のアルバイト実態等に基づき

Ⅰ．はじめに

筆者のゼミナールでは毎年、本学の学生を対
象にして、大学生のアルバイト問題や奨学金利
用・学費負担をめぐる問題（以下、アルバイト
問題等）についての調査・研究を行い、『アル
バイト白書』というかたちにまとめて発表して
いる。今年度（２０２３年度）は、アルバイトの実
態やワークルールの認知状況に焦点をあてた聞
き取り・アンケート調査を行い、『白書』（連載
１～ ７）にまとめた。加えて、不定期で行って
いる、労働組合をリアルに学ぶ教育実践も行っ
て記録をまとめた1。本稿では、これらの一部
を紹介しながら、各地における労働教育実践を
本誌読者に構想していただくことを目指す。そ

の担い手には、教育関係者はもちろんであるが、
建設・地域の労働組合を想定している。趣旨は
以下のとおりである。
周知のとおり、３ K職場の代表例として紹介
されることの多い建設業では、若年層の確保が
課題となっている。深刻化する人手不足の中で、
政府・業界をあげて様々な取り組みが進められ
ているが、問題の解決にはほど遠い。総務省「労
働力調査」によれば（図 １）、２０００年には１３４万
人だった建設業で働く２９歳以下の層は、２０１３年
に底を打ってそれ以降は横ばいであるものの、
２３年には５６万人にまで大きく減少している（前
者を１００とすると４１．８）。建設業の就業者全体も
同じ期間に６５３万人から４８３万人にまで大きく縮
小しているが（同、７４．０）、それをさらに上回

図 １　建設業における若年層の規模及び全体に占める割合の推移等

出所：総務省「労働力調査（基本集計　第Ⅱ― ２ ― １ 表）」より作成。
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る減り具合である。代わりに５５歳以上の層のウ
ェイトが増え続けている。
建設産業に限ったことではないが、働き方／
働かせ方、賃金・労働条件の適正化のためにも、
労働法や労働組合を職場・業界に定着させるこ
と、とりわけ新たに入職してくる若手にそれを
伝えることは、重要な課題の一つと思われる。
ただ、学校現場では、勤労観・職業観の育成
に終止しがちなキャリア教育に対して、労働法
や労働組合を扱う教育実践はまだまだ不十分で、
問題意識をもった個々の教員任せになっている
のが実態と思われる2。
本稿では、以上のような問題意識に基づき、
筆者の調査・研究や教育実践の一部を紹介しな
がら、労働法や労働組合を学生・若者に教える
ことの必要性や教育実践の共有を図りたい3。

2 ．全建総連東京都連調査にみるワークルー
ルの遵守状況など

ゼミでの調査結果に入る前に、全建総連東京
都連合会から建設政策研究所が受託した賃金等
の調査結果の一部を紹介したい（以下、東京都
連調査）。学生アルバイトにみる問題も建設労
働の現場にみる問題も地続きの一面があること
を意識したいからである。
調査は毎年実施されているもので、今回紹介
するのは、2023年の調査結果である。ただ、年
齢別の集計は一部のみでしか行われていないた
め、紹介するのは、我々の関心事である若手建
設労働者の実態ではない。
調査票は、「労働者・職人・一人親方記入用」
と「事業主記入用」に分かれている。有効回答
は合計で10，873人で、労働者（常用、手間請け、
一人親方）が7，874人、事業主が2，291人である。
残り708人は「見習い」で、本稿で紹介する結
果には含まれていない。
筆者が関心をもったワークルール等に関する
調査結果を表 1にまとめた。労働者調査と事業
主調査のそれぞれから 2つずつ選んだ。

例えば、①契約状況をみると、「雇用契約」
が20．4％、「請負契約」が14．7％で、残りは、「両
方とも結んでいない」が36．4％、「わからない」
が19．3％などとなっている。建設の現場におい
ては、雇用契約なのか請負契約なのかあいまい
な実態があるが、どちらも結んでいなかったり
本人が理解していない状況が広く確認される。
なお、「常用（月固定給）」の回答者に限定して
も、「両方とも結んでいない」が21．7％、「わか
らない」が25．1％と合計で半数弱を占めている。
②有給休暇の取得状況は、「常用（日給月払い、
月固定給）」に限定して分析されている。過去
1年間に「取得した」のは22．6％と非常に少な
く、「していない」が45．5％と非常に多い。「常
用（月固定給）」に限定しても、「取得した」は
35．9％、「していない」が39．1％である。
事業主調査からは、③就業規則と④36協定の
有無を取り上げた。就業規則は、常時10人以上
の労働者を使用する場合に作成・届出が義務づ
けられているものだから、回答が「ある」でな
くとも必ずしも問題はないが、結果は、「ある」
が35．8％、「ない」が42．6％、「わからない」が
18．5％だった。
逆に、36協定は、法定労働時間を超えて時間
外労働をさせる場合に過半数組合か労働者の過
半数代表者との間で締結が必要になるが、「あ
る」は23．1％である。時間外労働は発生してい
ないということだろうか。

表 １　ワークルール等に関する調査結果
労働者の回答
①契約状況「雇用契約」20．4％、「請負契約」14．7％、

「両方とも結んでいない」36．4％、
「わからない」19．3％、不明9．2％

②有給休暇
の取得状況

「取得した」22．6％、「していない」45．5％、
「制度がない・有休をとる対象ではない」
20．3％、複数回答・無回答11．5％

事業主の回答
③就業規則
の有無

「ある」35．8％、「ない」42．6％、「わからない」
18．5％、複数回答・無回答3．1％

④36協定の
有無

「ある」23．1％、「ない」43．4％、「わからない」
25．4％、複数回答・無回答8．1％

注：「②有給休暇の取得状況」の分析対象は、「常用」のみ（n＝4574）。
出所：東京都連調査より作成。
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建設産業の特性などはとくに考慮せずに調
査結果の一部を紹介した。掘り下げた調査は
今後の課題である。さて、それでは、ゼミで
の調査に基づき、大学生のアルバイト実態や
ワークルールの認知状況をみていこう。

３ ．大学生のアルバイトトラブルやワークル
ールの認知状況など──ゼミでの調査結果
より

まず １）で、学生がどのようなトラブルに
遭遇しているのか知ってもらう上で、不払い
の事例を紹介する。次に ２）で、アンケート
調査結果の一部を紹介する4。

１ ）不払いの事例
学生 Aさんの働く飲食店では、１０時３０分
に出勤をして開店に向けた業務をしているに
もかかわらずタイムカードには１１時から出勤
したように記録するようお店から指示されて
いた。Aさんは、当初はそこまでの問題意識
をもっていなかったようだが、やはりおかし
いと思い直して、社員に不払い分の支払いを求
めるも、社風がゆるいのをモットーに経営して
いるからなどと説明されて、要求は拒否された
（ちなみに Aさんの職場では、残業も、３０分
単位で計算されている）。
１日に３０分分とはいえ、積み重なると大きな

金額になる。あるときその計算をしてみると、
１０万円を超えていた。納得ができないと、離職
を機に、ゼミの教員の協力を得て、支払いを求
めて労働基準監督署に Aさんは申告をした。
労基署も親身な対応で会社の調査を行ってく
れたが、結局は、Aさんが１１時と記録していた
ことが裏目に出て、会社に開き直られ、不払い
分は取り戻すことができなかった。

Aさんの不払い・金額は必ずしも特殊ではな
い。後でみるアンケート調査でも、「 １ 分単位」
で賃金が支払われているのは回答者の半数を下
回る（４６．９％）。「１５分単位」が１９．８％と多いほ

か、「３０分単位」も １割ほど（１０．３％）みられる。
Aさんに限らず、積み重なる不払いの勤務時間
数を計算すれば、それなりの金額になるだろう。

２ ）アンケート調査の結果
○ワークルールを知らぬままに働き始めている

さて、アルバイトの「入口」部分に話を戻し
て、アンケート調査結果をみていこう。
第一に、最初のアルバイトを始めた際にワー
クルールを知っていたか尋ねたところ（表 ２の
左）、約 ８割が知らなかったと回答している。
ちなみに、最初のアルバイトを始めたのは、「高
校生」という回答が２７．９％（ ２部生では４７．７％）、
「大学 １年生」が６２．５％（同４７．７％）である。
そして、おそらく、高校の授業では十分なワ
ークルール教育は実施されていないと思われる。
現在ワークルールを知っていると回答した者に
どこで／どのようにそれを知ったか複数回答可

表 ２　�最初のアルバイトの際及び現在のワークルールの認知状況�
単位：人、％

最初 現在
２８０ １００．０ ２８０ １００．０

よく知っていた／いる ８ ２．９ ３０ １０．７
まあ知っていた／いる ５３ １８．９ １４３ ５１．１
あまり知らなかった／ない １４３ ５１．１ ６７ ２３．９
全く知らなかった／ない ７６ ２７．１ ３９ １３．９
無回答 １ ０．４

（再掲）知っていた／いる計 ２１．８ ６１．８
注：対象は １部生。
出所：筆者作成（注を含め、以下、同様）。

表 ３　有給休暇制度の認知状況と、
　　　現在のアルバイト先で使用可能か�

単位：人、％
２８０ １００．０

学生アルバイトも条件を
満たせば有給休暇を取得
出来ることを知っている
か

よく知っている １１８ ４２．１
まあ知っている １０６ ３７．９
あまり知らない ３２ １１．４
全く知らない ２４ ８．６
無回答

２８０ １００．０

現在のアルバイト先では
学生アルバイトは有給休
暇が使用できるか

使用できる １０８ ３８．６
使用できない ４２ １５．０
わからない １２９ ４６．１
無回答 １ ０．４
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で尋ねたところ、「高校の授業を通じて」はわ
ずか８．１％に過ぎず、「大学の授業を通じて」が
５７．８％、「アルバイト経験を通じて」が４３．４％
であったことがその根拠だ。
なお、表 ２（の右側）に戻ると、「現在」は、

ワークルールを知っているものが ６割程度にま
で増加している。ただ、ここでの「知っている」
は、後述の調査結果から判断すると、字面どお
り受け取ることはできない。

○書面を受け取っていても読んで／理解できて

いるとは限らない

「入口」部分の話を続ける。現在のアルバイ
トで働き始める際に労働条件や雇用契約書など
の書面を受け取ったか（インターネット上で確
認できる場合も含む）は、「受け取った」は
７４．３％を占める。「受け取っていない」が９．６％、
「わからない、覚えていない」が１５．４％である
ものの、まずまずの結果にみえるかもしれない。
しかし、書面を読んで、内容を理解できてい
るかは疑問で、後日に、筆者の授業の受講生を
対象とした別の調査で確認してみたところ（「連
載 ６」を参照）、書面を受け取ったという学生
のうち、最多は「読んで、内容もおおむね理解
できた」であったが、その割合は５９．７％にとど
まった。言い換えると、書面を受け取ったこと
は、読んで理解できたことを意味するわけでは
必ずしもない、ということだ（残りは例えば、「読
んだが、理解できない部分もあった」が２２．１％、
「あまり読んでいない」も１６．９％）。
求人情報と実際が違った経験が「ある」のは
２７．５％であったことを踏まえても、契約・入職
時における労働条件のチェックを定着させるこ
とが必要である。

○ルールを知っていることと使えることとの乖

離

第二に、ワークルールを知ることは大事であ
るが、一般論としてルールを知っているからと
いって、アルバイト先でそれを遵守させること
ができているわけでは必ずしもない。例えば、

学生アルバイトも有給休暇を取得出来ることは
おおむね知られているものの、一方で、自分の
アルバイト先で学生アルバイトが有給休暇を使
用できるかは、「わからない」が４６．１％で、「使
用できない」も１５．０％となり、「使用できる」
は３８．６％にとどまる（表 ３）。ワークルールを
知ることと職場で使える／守らせることとの間
に乖離がみられる。
それは、（ １）給料の支払い単位時間が １分
単位でなければならないことを「知っている」
が全体の ３分の ２に及ぶ（６６．８％）ものの、実
際に「 １ 分単位」で処理されているものは、先
にみたとおり４６．９％にとどまることや、（ ２）
制服への着替え時間にも賃金が支払われる必要
があることを「知っている」が６５．４％であるも
のの、制服への着替えに賃金が支払われていな
いという訴えが５０．７％に及ぶことにも共通して
いる。

○６割弱が、 労働条件や労働環境を改善したい

と思った経験あり

以上のような状況に学生たちが批判意識をも
っていないわけではない。アルバイト先の労働
条件や労働環境を改善したいと思ったことがあ
るものは、改善の行動を起こしたかどうかはと
もかく、約 ６割に及んだ（表 ４）。
しかも、そのうち改善の行動を起こしたもの
（４９人）では、「店長や従業員に相談した」が
４６．９％、「アルバイト先にトラブル改善を訴え
た」が２８．６％などの結果がみられた（「アルバ
イトを辞めた」２２．９％も改善の行動に含めた）。
「改善の行動」を選択している学生が思いの
ほかみられたという印象を筆者はもった。こう
した意識にこたえて、労働法・労働組合を教え
ていくことが、我々の課題になるのではないか。
実際、ワークルールを学ぶ必要性を四段階で尋
ねたところ、「とても感じている」に限定して
も４３．２％であった（「まあ感じている」の４７．５
％とあわせると ９割超）。
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４ ．まとめに代えて──地域の関係者と連携
して、労働教育・主権者教育の実践を

駆け足でみてきたが、在学中にこうした違法
な状況を経験し、しかもそれが正される機会が
なく就職をしていくことの負の影響は大きいだ
ろう。仕事の世界にもルールがあるのだと最初
に働く機会（アルバイト就労の機会）に学ぶこ
とが重要である。
但し、労働法だけでは、あるいは、労働者個
人の力では、問題の解決は容易ではない。労使
の間の圧倒的に不均衡な力関係を是正する、労
働組合というツールが欠かせないことを知る必
要がある。労働法と労働組合はセットだ。そこ
で労働組合の出番である。集団でこそ問題を解
決ができるという経験をリアルに労働組合から
学ぶ意義は大きい。ゼミでの取り組みをまとめ
た川村ゼミ（2024）も参照されたい。
本誌読者である建設労働組合の皆さんにも、
大学教員（研究者）や高校教員、教職員組合、
司法関係者と連携した、豊かな労働教育を構想
していただき、働く者が主体となった働き方改
革の土壌づくりを進めていただきたいと思う。
なお、こうした教育実践を進めるために、ワ
ークルール教育を推進する条例づくりを試行し
ている5。公契約条例の制定運動と同様に、地
域におけるこうした活動は、主権者教育の一環
にもなるのではないか。
（かわむら　まさのり　北海学園大学教授）
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勤務校には工学部が設置されており、建設業への入職は多
い（２０２２年度実績で１４５３人中の６．８％が建設業に就職）。
４　アンケート調査は、本学に在籍する全ての学生（ ８千
人弱）を対象にして、ウェブ上で２０２３年１１月に実施した。
有効回答は４１０人である。そのうち「現在アルバイトをし
ている」３６８人（ １部＝昼間部２８０人、 ２部＝夜間部８８人）
を対象に集計・分析を行った。 １部生の結果を中心に報告
する。この項は、「連載 ５」をベースにしている。
５　イメージは、日本労働弁護団が中心に取り組まれてい
る「ワークルール教育推進法案」の条例版のようなもので
ある。同法案は、小島（２０１８）を参照。

資料　「ワークルール教育推進法」の条例版ができないか。
アルバイト等に関する調査結果をもって札幌市議会各会派
に要請（２０２４年 ２ 月１４日）。

表 ４　過去のアルバイトを含め、アルバイト先の労働条件
や労働環境を改善したいと思ったことはあるか、その際
に、何か改善の行動を起こしたか

単位：人、％
２８０ １００．０

改善したいと思ったことがあり、改善
の行動を起こした

４９ １７．５

改善したいと思ったことはあるが、改
善の行動は起こさなかった

１１２ ４０．０

改善したいと思ったことはない １１４ ４０．７
無回答 ５ １．８


